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特別会計の執行状況

病院事業会計の執行状況

公債残高
◆普通債
総 務 ８億２，９６５万円
民 生 １億 ７２８万円
衛 生 ６億７，３１２万円
農林水産業 ５億６，３４１万円
土 木 ３６億８，６３８万円
公営住宅 １億２，１０９万円
消 防 ７，１３９万円
教 育 ２１億４，１８３万円

◆災害復旧債
土 木 ８９８万円
文教施設 ３３万円
その他 １６２万円

◆その他
市民税等減税補てん債 ５億２，２０１万円
臨時財政対策債 ３５億６，０３８万円
臨時税収補てん債 ２，７１０万円
退職手当債 ２億 円
借換債 ９，２７０万円
◆合 計 １２６億 ７２７万円

基 金
財政調整基金 ５億６，８９７万円

国民健康保険財政調整基金２億６，５０５万円

社会福祉振興基金 ５億 ２９８万円

ふるさと振興基金 １億９，２０７万円

減債基金 ７万円

育英資金貸付基金 １億６，３４０万円

スポーツ振興基金 ９，５０１万円

介護給付費準備基金 １億３，３８９万円

高額療養費資金貸付基金 １，００１万円

出産費資金貸付基金 ７０１万円

学校施設整備基金 ９，３５８万円

土地開発基金
土 地 ８９５．８６㎡ 貸付金 １，１３１万円

現 金 ５，７５８万円 預託金 ８０万円

執行率
８８．５％
９１．９％
９３．８％
８９．２％
９６．９％
９０．６％

執行済額
４３億７，６２８万円
４５億４，５６９万円
２８億８，４９４万円
２７億４，４６３万円
２２億５，３６９万円
２１億 ５７９万円

予算現額

４９億４，５２２万円

３０億７，５４８万円

２３億２，４６６万円

区 分
歳入
歳出
歳入
歳出
歳入
歳出

国民健康保険
特 別 会 計

老人保健
特別会計

介護保険
特別会計

執行率
９５．９％
９６．３％
１００．０％
９９．９％

執行済額
２６億６，０５３万円
２６億７，０６６万円
７億２，８０６万円
８億２，１４０万円

予算現額

２７億７，３８２万円

７億２，８３４万円
８億２，１９７万円

区 分
収入
支出
収入
支出

収益的

資本的

市有財産
建物（㎡）

５，３５８．３８

１００．９０

３，２７７．００

６７，２７５．３５

１０，６４８．０６

１７０．４８

３５，７９４．３０

４，８５３．１３

１２７，４７７．６０

土地（㎡）

１８，５７０．００

３，１３０．２０

１０，５６３．００

２７５，２８５．２６

４３，６０４．３０

１６７，９１８．０６

２２３，９５２．７８

５，０２９．００

７９，１６３．７５

８３，８９９．２５

３１５，１０７．４３

１，２２６，２２３．０３

区 分
本庁舎

消防施設

その他の施設

学 校

住 宅

公 園

その他の施設

その他

宅 地

山 林

その他

合 計

その他の
行政機関

公共用
財 産

行
政
財
産

普
通
財
産

平平
成成
１１９９
年年
度度
下下
半半
期期

八日市場駅自由通路開通式（昨年９月）
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税源移譲により、所得税率の変更による税負担の軽減の
影響は受けず、住民税率の変更による税負担の増加の影響
のみを受ける人については、すでに納付済の平成１９年度分
の住民税額から、税源移譲により増額となった住民税相当
額を還付します。
所得変動に伴う住民税の還付を受けるためには、申告が

必要となります。
平成１９年度分住民税を課税した、平成１９年１月１日現在

お住まいの市役所税務課へ、減額申告書を７月１日から３１
日の間に提出してください。なお、本市該当者には６月下
旬に通知書を送付します。

所得税の住宅借入金等特別控除適用がある人（平成１１年
から１８年までに入居開始した人）を対象に、平成１９年度税
源移譲に伴う税率改正により、所得税が減少し、控除しき
れなくなった住宅借入金等特別控除適用を、所定の「市・
県民税住宅借入金等特別控除申告書」を提出することによ
り、市・県民税が減額される措置が創設されました。
確定申告をした人は、市役所税務課にある控除申告書に

記入してください。年末調整のみで確定申告をしていない
人は、源泉徴収票を添えて市役所税務課へ申告してくださ
い。なお、対象となるのは、源泉徴収票の摘要欄「住宅借
入金等特別控除可能額」に記載されている金額が、「住宅
借入金等特別控除額」欄の金額よりも大きい場合のみです。
該当者には申告書を送付してありますので、控除申告して
いない人は提出をお願いします。

６５歳以上で前年の合計所得額が１２５万円以下の人に対す
る非課税措置が廃止になったことに伴い、これに該当する
人で平成１７年１月１日現在、６５歳以上に達していた人（昭
和１５年１月２日以前生まれの人）に対する経過措置が廃止
され、平成２０年度から全額課税になります。
◆市・県民税が課税されない人
【均等割も所得割も課税されない人】
①生活保護法により生活扶助を受けている人
②障害者、未成年者、寡婦または寡夫で１９年中の所得
が１２５万円以下の人
【均等割が課税されない人】
１９年中の所得が次の算式で計算した金額以下の人

２８万円×（控除対象配偶者および扶養親族の数＋１）＋１６
万８千円
＊ただし、控除対象配偶者および扶養親族がいない場合は

２８万円です。
【所得割が課税されない人】
１９年中の所得が次の算式で計算した金額以下の人

３５万円×（控除対象配偶者および扶養親族の数＋１）＋３２
万円
＊ただし、控除対象配偶者および扶養親族がいない場合は
３５万円です。
◆無収入で申告をしていない人
１９年中に高齢や無職などにより所得がなかった人、扶養
されていた人、１８歳以上の学生の人でも申告書の提出をお
願いします（国民健康保険税の軽減適用や各種税務証明書
の基礎資料になります）。

問税務課市民税班!７３ー００８７

千葉県内の社会保険事務所および年金
相談センターでは、年金の相談・手続き
のほか、「ねんきん特別便」についての
相談・手続きも予約制で実施しています。
事前予約のほかに、当日、予約なしで

来られた人にも、窓口で当日の予約をお
願いしています。
当日の予約がいっぱいになった場合は、翌日以降の予約

となります。
◆事前予約専用電話
千葉社会保険事務所 !０４３ー２４２ー６３２４
幕張社会保険事務所 !０４３ー２１２ー７５１５
船橋社会保険事務所 !０４７ー４６０ー０１４１
市川社会保険事務所 !０４７ー７０４ー１１６５
松戸社会保険事務所 !０４７ー３９４ー３１５５
木更津社会保険事務所 !０４３８ー２３ー７７６０
佐原社会保険事務所 !０４７８ー５４ー１４４５
千葉年金相談センター !０４３ー２４１ー１１６５
船橋年金相談センター !０４７ー４２４ー７０９１
柏年金相談センター !０４ー７１６０ー３１１１

◆予約の申し込み方法など
①年金の相談・手続きの予約は、相談日の１か月前から
前日まで、予約専用電話または社会保険事務所、年金相談
センター窓口で行います。
②受け付けする際に、「基礎年金番号」「氏名」「住所」
「電話番号」「相談内容」などについて確認します。
（お手元に年金手帳または基礎年金番号通知書をご用意く
ださい。）

年金相談・手続きは予約制です
千千葉葉社社会会保保険険事事務務局局かからら

所得変動に伴う住民税の還付

◆平成２０年度（１９年分所得）からの主な改正点

２．６５歳以上の「非課税措置」廃止に
伴う経過措置がなくなります

１．住宅借入金等特別控除の新設

申申告告がが必必要要でですす

３


